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研究ノート：
帰還事業研究の諸課題と新しい接近方法
森 善 宣
A Study Note : Some Problems and New Access
Methods on Study of Repatriation Projects
Yoshinobu MORI
要 旨
本稿は、戦後に行われた帰還事業の概略とそれら事業に関する従来の研究を反省し、残された諸課
題を考察しながら、各帰還事業を関連付けて研究する新しい接近方法を提唱する。北朝鮮残留日本人
の本国帰還、中国残留日本人の本国帰還、そして在日朝鮮人の北朝鮮帰還の３大帰還事業については
従来、各事業を個別に研究することはあっても、先行する事業が後続のそれを条件付け、その内容や
形式において少なからぬ影響を与えた歴史的な経緯に関しては充分に究明されたとは言い難い。
筆者は、来年度の科学研究費補助金課題研究として「帰還事業の総合的な研究：1945〜現在」を申
請するに当たり、中ロ東欧諸国からの資料と合わせて日本外務省、旧厚生省（現厚生労働省）および
日本赤十字社が所蔵する各帰還事業に関する資料を総合的に収集、それら資料を比較対照する接近方
法を提起する。それは、そこに発見される差異（ズレ）の解明を通じ、現在まで中国や北朝鮮に残留
する日本人や元在日朝鮮人の身元確定と彼らの日本への帰還可能性を探求する道につながろう。
そして、その前提として日中や日朝で人命に関わる問題という認識の共有が不可欠であるので本稿
は、この帰還事業研究から相互の協力と和解を導き出し、現在おこなわれている北朝鮮への遺骨収集
や墓参にも肯定的な影響を与え、引いては日朝国交正常化へ動かす研究成果となり得るはずである。
はじめに
2011〜13年度に筆者が研究代表者として行った科学研究費補助金課題研究「海外所蔵北朝鮮関連資料の
収集・翻訳・刊行調査研究1948〜1991」（研究課題番号：23402021、以下「先行研究」と略称）において、
共同研究の相手である北京大学韓半島研究中心（朝鮮半島研究センター、以下「研究センター」と略称）
から購入した中ロ東欧諸国の膨大な資料の中には、1959年から開始された在日朝鮮人の朝鮮民主主義人民
共和国（以下「北朝鮮」と略称）への帰還事業（以下「在日朝鮮人帰還事業」と略称）に関する資料も数
多く含まれている
(1)
。ここから筆者は、この事業に関心を抱き、日本外務省情報公開室が所蔵する資料を
情報公開の手続きに従って入手し、詳しく調査することになった
(2)
。
この結果、戦後に行われた帰還事業、すなわち北朝鮮や中国に残留した日本人の本国帰還、旧ソ連とく
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にシベリアに抑留された日本兵の本国帰還、そして在日朝鮮人の北朝鮮帰還は、先行する帰還事業が後続
のそれを条件付け、内容や形式の両面において少なからぬ影響を与えている事実が判明した
(3)
。これまで
各帰還事業は、それぞれ個別に研究されて評価されることはあったものの、このような前後の連関を戦後
まもなく始まった東西冷戦の脈絡の中で位置付け、総合的に研究、評価されたことはなかったと言え
る
(4)
。だが、中ロ東欧諸国に日本の政府や赤十字社の資料も加えて、帰還事業をめぐる研究は今後いわゆ
る「国際冷戦史研究事業（the Cold War International History Project : CWIHP）」としての新しい接近方
法が可能であるところから、現時点で従来の研究を反省して残された諸課題を整理し、これからの研究方
向を示すことは極めて有意義であろう
(5)
。
これと関連して、戦後の混乱時期に故国へ引き揚げられないまま北朝鮮で亡くなった人々の墓参や遺骨
収集のために訪朝する事業が、北遺族連絡会（会長：正木貞雄）の主催で昨2013年から本格化した。この
事業を通じ、北朝鮮に残留した日本人の具体的な姓名や所在、さらに彼らの最期に関する情報が明らかに
なるだけでなく、改めて北朝鮮に残留した人々の動向や本国へ戻ろうとした動きに光が当たり始めた。こ
の戦後すぐに始まる北朝鮮残留日本人の本国帰還に関しては、森田芳夫（故人）の名著『朝鮮終戦の記
録』および付属の資料集で部分的に明らかになっているが
(6)
、いわゆる「シベリア逆送者」を含め、今後
の研究課題として彼ら北朝鮮残留日本人も当然に帰還事業研究の対象とならなければならない。
さらに、在日朝鮮人帰還事業で北朝鮮に帰還して後、再び日本へ舞い戻った脱北朝鮮人たちの証言から
は、その事業で在日朝鮮人と一緒に同道した日本人が、今も少なからず現地で生存している事実が判明し
た
(7)
。彼ら日本人妻を中心とする残留者は、極めて過酷な生活条件の中でも故国への帰還を夢見て、日朝
の往来が自由化する日を待ち望んでいる。当然ながら過去の経緯からして、その実現には日朝の国交正常
化が必要であり、ここから在日朝鮮人帰還事業の研究は、後続する今ひとつの帰還事業の可能性、すなわ
ち彼ら北朝鮮残留日本人の安否確認や帰国実現と結び付く可能性がある。
本稿は、以上のような問題意識と現状認識から、戦後に行われた帰還事業の概略とそれら事業に関する
従来の研究を反省し、残された諸課題を考察しながら、各帰還事業を関連付けて研究する新しい接近方法
を提唱する。以下、本稿は日本の敗戦と残留者問題の発生、中朝残留日本人と在日朝鮮人の状況、そして
在日朝鮮人帰還事業開始への経緯を先行する帰還事業との関係の中で概観しながら研究動向を反省、結論
で残された諸課題を整理する中で新しい接近方法を提示する。
なお、本稿では敬称を全て省略し、「在日朝鮮人」と「帰還事業」という用語で統一する。なぜならば、
その事業当時は「在日朝鮮人」の呼称が一般的であったし、彼らの大半が日本の敗戦前に南朝鮮地域から
移住してきた経緯から、各個人の主観的な故国意識がどうであれ「帰国事業」とするのは誤解を生む危険
なしとしないからである。また、資料の中には「北鮮」「南鮮」といった今では差別用語と見なされる用
語が散見されるものの、資料の内実を示すものとして原文どおり示したことを予めお断りしておく
(8)
。
Ⅰ．日本の敗戦と残留者問題の発生
第２次世界大戦で日本が敗北する経緯は、そのまま中国や北朝鮮で残留日本人、そして日本国内では在
日朝鮮人が発生する経緯であり、同時にシベリアに日本兵が抑留される過程でもあった。まず、ヤルタ会
談でナチス・ドイツ敗北後のソ連による対日参戦が決定されるに伴い、1945年８月９日に日ソ中立条約を
破棄してソ連赤軍が旧満州と朝鮮半島へ進攻すると、当時は日本軍の中で最強と言われた日本関東軍は総
崩れとなって敗走した。その幹部将校たちは、同胞たる日本人を守るどころか我先にと逃亡し、ここに棄
民と言われる人々が発生した。また、ソ連赤軍の進攻に呼応して中国共産党中央は、傘下の抗日東北聯軍
に赤軍との共闘を通じて日本軍を殲滅せよと指示した
(9)
。
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こうして、一部の将兵を含めて多数の日本人は、中ソ両軍との戦闘の中で戦死したり、戦傷を負って敗
走したり、あるいは捕虜となって抑留されたりした。彼ら抑留者の多数は、中ソ間の協定によりシベリア
へ送られて過酷な強制労働を課される中で無念の最期を迎えた。この日本人のシベリア抑留問題は従来、
中ソ間の協定まで遡って研究されてこなかったため、未だその全貌が明らかになっていない。先に共同研
究を行った研究センターには、この中ソ間の協定はもちろん、それに付随する抑留日本人のリストの一部
も保管されているという。また「シベリア逆送者」に関する資料も今後、新たに公開される可能性があ
る。
さらに、この時に敗走した日本人のうち少なからぬ人々は、ソ連赤軍の南下と前後して本国への脱出の
ため中国大陸を南下、朝鮮半島へ入って行った。ところが、ソ連赤軍が破竹の勢いで満州から朝鮮半島へ
攻め下り、この地域を席巻する様子を目にして、米国は日本の単独占領に支障が出ることを憂慮、有名な
北緯38度線を境とする日本軍の降伏受諾地域の分割案を策定し、スターリン（Joseph V. Stalin）へ提案し
た
(10)
。この提案をソ連が日本分割占領の提案と誤解して受諾後、米国が日本単独占領を表明したためス
ターリンは激怒し、北緯38度線は突然のように米ソ冷戦の最前線として封鎖されて、自由な往来が出来な
くなった
(11)
。
こうして、旧満州から南下して来た人々は、南朝鮮地域へ移動できないまま北朝鮮地域に残留する外な
くなり、ここに北朝鮮残留日本人が発生した。日本の敗戦と前後し、北朝鮮地域に入植していた人々は、
いち早く南朝鮮地域へ逃亡したのに反して、彼ら南下して来た人々は着の身着のままの上、長距離の逃亡
で疲弊しており、極寒の冬を越せずに亡くなる者も少なくなかった。ソ連第25軍団の占領下に置かれた北
朝鮮地域では、朝鮮人の民族主義者と共産主義者が協力して自治組織を作り、その中でソ連赤軍による指
示の下で現地の朝鮮人たちが日本人の暮らしを助けたものの
(12)
、多くの残留日本人は各地に散り散りばら
ばらになり、慣れない暮らしをする外なかった。
そして、少なからぬ日本人が集団脱出を試みたり満州へ引き返したりする中、米ソの間で朝鮮半島に残
留する日本人の帰還に関して協議が持たれた。後述するように、この協議は1946年後半になって合意に至
り、ここに北朝鮮残留日本人の帰還事業が実現したのである。しかし、この合意について評価した森田芳
夫は、次のように嘆いている。「ああ、正式引揚がもしも半年早かったならば、北朝鮮の日本人の大半は、
脱出の苦しみをせずにすんだのである。もしも一年早かったならば、いたましい越冬期の犠牲は、なくて
すんだのであったが――。｣
(13)
これこそ正に、祖国の土を踏むことなく北朝鮮に没した日本人の遺骨収集
や墓参の問題が生まれる経緯であった。
一方、植民地時期に日本へ移住して来た朝鮮人は、特に1935年以降、日本各地で苦しい労働に従事しな
がら生活していた。彼らが1945年８月15日、突然のように「光復」つまり祖国解放の日を迎えた時、日本
によるポツダム宣言の受諾に伴い、朝鮮人は日本国籍を喪失することになった。彼ら朝鮮人は解放当時、
日本全国に約200万名いたとされ、このうち約140万名が1946年２月末までに祖国へと帰国することを選択
した
(14)
。確かに祖国では未だ政府も国家も樹立されてはおらず、北緯38度線で分割占領されていたけれど
も、それでも日本よりは祖国において早晩より良い生活が出来るのではないかと帰国する人々に期待され
たのである
(15)
。
しかしながら、日本にいた朝鮮人の中からは帰国しない人々も現れた。その理由はさまざまであった
が、もう故国に生活基盤のなくなった朝鮮人は、日本で暮らす外なかった。日本と南朝鮮地域を占領した
のは共に米軍だったから、その指示を受けて朝鮮人の南朝鮮地域への帰国が促されたものの
(16)
、最終的に
日本に残留する朝鮮人は、在日朝鮮人と言われる無国籍の人々となった。もちろん、日本の同化政策から
少なからぬ朝鮮人が日本に帰化したが、帰化を快しとしない者は、民族教育を実施する各種の学校を設立
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したり「同胞」の権利擁護のために政治的ないしは経済的な組織を作ったりした
(17)
。
このように日本の敗戦に伴って中国、ソ連、そして北朝鮮では本国への帰還ができない残留日本人が発
生し、日本においては朝鮮人が帰国しない選択をする形で在日朝鮮人という民族集団を形成した。どらち
も大日本帝国が敗戦を契機に終焉したのが発生の直接的な原因だったけれども、前二者が本国に戻れば問
題解決を見る性格であったのに反して、最後者は朝鮮半島の分割占領が東西冷戦を背景として分断状態へ
と変わるに伴い、より複雑な政治的性格を帯びることになった。つまり、1948年８〜９月に北緯38度線を
境として南朝鮮地域に大韓民国（以下「韓国」と略称）、北朝鮮地域に朝鮮民主主義人民共和国が樹立を
宣言し、1950年６月に両体制間で朝鮮戦争が勃発すると、どちらの体制を支持するかという問題から朝鮮
分断が在日朝鮮人の間に分裂と対立となって日本にも持ち込まれた。
そこから後述するように、在日朝鮮人帰還事業が日本による植民地統治の清算という問題の上に、東西
冷戦とも絡み合いながら開始されるのだが、この問題に入る前に中朝に残留した日本人と日本に残留した
朝鮮人の帰還事業について、簡単にでも先に概観しておこう。けだし本稿の問題設定から、これら先行す
る帰還事業が後続の在日朝鮮人帰還事業に相当程度の影響を与えた点こそ重要だからである。
Ⅱ．中朝残留日本人と在日朝鮮人の状況
北朝鮮に残留する日本人の帰還事業に先立って実施されたのが、中国に残留する日本人の本国帰還で
あった。それでは、そもそも中国残留日本人は、どこに何人いたのであろうか。この問題は、日本外務本
省外交史料館が所蔵する資料である程度は正確に推定できるが、受け入れ側の日本の持つ資料だけでは確
定できないであろう。けだし、帰国後の調査で全て情報が正しく伝達されたという保証はないし、何らか
の理由から真の所在を隠していたという人もいるはずである。
そこで、次に示すのは、研究センターが所蔵する1949年末に調査された中国各地の残留日本人数を示す
資料のひとつである
(18)
。ここから分かるように、中国各地の共産党市部や行政組織が残留日本人の統制や
管理の必要から統計調査を実施し、その記録が膨大に保管されている。今後の帰還事業研究は、この中国
で保管される資料を発掘、日本の持つ資料と照らし合わせて、中国残留日本人の実数や所在、そして可能
ならば具体的な個人の姓名までも特定できるようにすることである。
地区别日本人分布状况（1949年12月末）
（註）人員：本人と家族を示す。単位は人。数字や地名は原文どおり。
一方、北朝鮮地域に残留した日本人がどのような状況にあったかは、必ずしも明らかではない。彼らは
38度線が引かれて後も何とかして南朝鮮地域へ脱出しようと図ったものの、早くも1945年末になると米ソ
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の東西冷戦が脱出を困難な状況としていった
(19)
。筆者が訪朝時に同行した金勝昇（かねかつのぼる、日本
人）の証言では、このような状況を受けて、ソウルに脱出していた彼が南朝鮮地域から平壌へ渡航して北
朝鮮の指導者たちと会い、この帰還を斡旋して実行に移したのだという
(20)
。
ただし、残留日本人のうち証言を残した者が語るところでは、北朝鮮政府は技術職や専門職の不足か
ら、一部の日本人には現地に残留して経済活動を継続するよう協力を求めたようである
(21)
。また、解放の
翌年２月に組織された北朝鮮臨時人民委員会は、日本人の帰還に関して興味ある決定を下している。すな
わち「各道人民委員会委員長は管内にいる技術者を調査し、その技術の種類および国籍の如何を問わず、
1946年８月末日まで技術者登録を完了」するとし、また「各国営企業場責任者に日本人技術者に対する無
益で偏狭な民族的感情を一掃」させる責任を負わせ、さらに「各企業場責任者に技術者を厚遇させ、特に
日本人技術者に対しては左記の優待条件を施工させる」と指示していた
(22)
。
これと関連して、墓参や遺骨収集のために訪朝した北朝鮮残留日本人の遺族からの証言によると、彼ら
の父母や兄弟姉妹が死亡すると、ほとんどの場合は特定の日本人用の墓所に埋葬されたという。そして、
その場所を発見するのは困難であるものの、北朝鮮は自らが持つ記録から、ある程度は正確にその場所を
推定して案内してくれる
(23)
。ここから今後の帰還事業研究は、もう一つの課題として北朝鮮が保管する北
朝鮮在留日本人の記録を入手し、都市ごとの残留者の所在、人数、そして姓名を特定する必要がある。そ
の実態が分かってこそ、墓参や遺骨収集に実が備わるのであり、現状のままでは北朝鮮の言いなりに動い
ているに過ぎないとの批判を免れるのは難しいであろう。
他方で在日朝鮮人の状況は、日本外務省アジア局が集めた資料によく表れているとおり、サンフランシ
スコ講和条約で日本が主権を回復して後、日韓国交正常化交渉を行う過程でも差別と冷遇のそれであっ
た
(24)
。とりわけ韓国は、一時的に帰還希望者を受け入れる時期があったものの、おそらく本国の経済状況
が思わしくなく、また朝鮮戦争中に一方的に宣言した「李承晩ライン」をめぐり日本と衝突したところか
ら、日本からの帰還者を受け入れるのに消極的であった
(25)
。
したがって、在日朝鮮人帰還事業の開始に先立ち、大村収容所に収監される在日朝鮮人が増えて、彼ら
が暴動を起こすに至る経緯は
(26)
、もちろん待遇が悪いという直接的な原因はあったが、その背景には彼ら
が日本でも韓国でも邪魔者扱いされる歴史的な流れが横たわっていた。要するに、東西冷戦の脈絡の中で
南北朝鮮が軍事的に対立する中、朝鮮半島を取り巻く日米とソ連の間では雪解け（デタント）が進展し、
ここから在日朝鮮人は日韓各国から、その意味は異なっても政治的にも経済的にも、たいへん厄介なお荷
物と見なされていたのである
(27)
。
Ⅲ．在日朝鮮人帰還事業開始への道：先行する帰還事業との関係
このように中国や北朝鮮に残留した日本人と日本に残留した朝鮮人つまり在日朝鮮人とが帰還する経緯
は、それに従うか従わないかの別はあっても、前者が後者に前例を示す形で実現する道を辿った。本章で
は、このような関係を最後に行われた在日朝鮮人帰還事業の資料を中心に跡付け、帰還事業の総体的な研
究が必要なことを示す。特に本稿の問題意識からして、この必要性が直接、日朝国交正常化の早期実現を
求めている点が強調されるであろう。
まず、日本の敗戦後、中国に残留した日本人の帰還事業については既に研究が多数あり、その根拠とな
る第１次資料も公開されている。特に、日本政府外務省外交資料館が公開した外交記録第16回公開資料
（戦後期）においては、「太平洋戦争終結による在外邦人保護引揚関係」は中国大陸、台湾、朝鮮半島の各
地に東南アジア各地からの引揚資料を網羅している
(28)
。前述したとおり、これら日本側の資料に中国側の
それを重ね合わせて研究すれば、この中国残留日本人の帰還事業に関しては更に貴重な研究成果が得られ
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るであろう。
そこで問題は、この中国残留日本人の本国帰還が、後続する帰還事業にどのような影響を与えたかとい
う点である。周知のとおり、1946年春から一時的な中断はあったものの、中国側は葫F島などの港から
100万名を超える中国残留日本人を本国へ帰還させた。これに続き1946年６月からソ連占領下の日本人送
還について米ソ間の交渉が始まり、いわゆる「ソ連占領地区引揚に関する米ソ協定」が締結され、北朝鮮
では同年12月に第１次正式送還船の栄豊丸が元山からソ連掃海艇の誘導裡に日本人の帰還事業を開始し
た。この後48年７月までに13次にわたり、基本的に日本から配船された船舶が軍民の日本人を本国へ引き
揚げさせた。これら軍人の中には、シベリアに抑留されていた捕虜のうち、病弱などで強制労働に耐えな
い「シベリア逆送者」多数も含まれていた
(29)
。
だが、中国では国共内戦が再開される中、日本への帰還は中断されて、これ以降その再開をめぐる交渉
が主要な日中の課題となった。そして、朝鮮停戦後に当時のソ連が「平和共存」政策を打ち出し、米ソ関
係に続き日ソ関係の改善に乗り出すと、このような波が日中関係にも波及した。
この時期の外務省資料を見ると、次のように日中関係改善の動きを示している。すなわち、1954年11月
に中国紅十字会との会談において「今月上旬中国紅十字会李徳全会長以下を日本に招待」し、「在華日本
人の帰国について懇談」した際、「北鮮残留者に話が及び」、「中国側は、北鮮側から話があれば、その帰
国を援助する意思ある旨を明かし」たという
(30)
。北朝鮮は、この日中関係改善の動きを受けて、1955年５
月にインドネシアのバンドンで開催された第１回非同盟諸国会議で日本と接触し、「約210名の日本人が同
国内に居住し、その内20乃至25名が日本帰国を希望している」と伝えた
(31)
。
確かに中国在留日本人の本国帰還は、この後も日中が国交正常化を行えなかったので長らく実現しな
かったものの、北朝鮮残留日本人については1956年４月、日本赤十字社を通じて日朝間で合意が成立し、
海上保安庁の回船こじま丸が帰国者36名を本国に帰還させるのに成功した
(32)
。
その一方で、在日朝鮮人帰還事業との関連で「中共やソ連からの引揚を推進してきた日赤」と評価され
ていたとおり、日赤は旧ソ連に抑留された日本人の帰国事業にも深く関与していた。1947年から1956年の
日ソ国交回復まで約47万３千人の抑留者が帰還したのを受けて、この経緯そのものが在日朝鮮人の帰還事
業においては、北朝鮮がソ連と深い関係にあったところから一つのモデルとなったと見られる。けだし、
当時の国際赤十字社中央委員長はスイス人ボアシエ（Leopold Boissier）で、彼が日朝各赤十字社の間に
立って在日朝鮮人の帰還事業を推進してくれる一方、ソ連に残留していた日本人の帰還事業について「モ
スクワでソ連赤十字社代表と接触した際、同社社長ホロドコフ博士より、貴国残留日本人については、直
接貴赤十字社に連絡するようにとの示談がありました」と伝えていた
(33)
。
このように日朝の各赤十字社に対しては、国際赤十字社だけでなくソ連赤十字社も、その間にあって仲
介していた。そもそも北朝鮮に回船する能力がなかったので、ソ連が代わって船を出してくれたのであ
る
(34)
。ここから北朝鮮は、日ソ国交回復の交渉を横目で見ながら、自国もソ連と同様に日本と国交正常化
できると考えたものと推定できる。一部の先行研究では、北朝鮮が国交正常化までは狙っていなかったと
の主張もあるが
(35)
、ロシア資料には明確に「朝鮮は日本、東南アジア等と外交関係を結ぶため努力を傾け
た。労働党中央と朝鮮政府は、資本主義の各国家との往来および直接接触を拡大するための諸措置をとっ
た。朝鮮労働党と朝鮮政府は、日本と東南アジア各国（インド、インドネシア等）等と経済や文化の関係
を樹立するための諸措置をとった」と書いている
(36)
。
実際、在日朝鮮人帰還事業にとって最初の嚆矢と言える北朝鮮外務相の南日による声明は、明確に日朝
の国交回復に言及していた。彼は、帰還事業に言及しなかったものの、北朝鮮政府が「相異なる社会制度
をもつすべての国家が平和的に共存できるという原則から出発して、わが国と友好関係をもとうとする
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いっさいの国家と正常な関係を樹立する用意を持っていたし、まず相互利益に合致する貿易関係と文化的
連係を設立することを希望」するとした。そして、日本と「諸般の関係を樹立すること」が「朝・日両国
の人民の切実な利害関係に合致する」し、「極東の平和維持と国際緊張状態の緩和に大きく寄与する」と
述べていたのである
(37)
。
したがって、日ソの関係改善を論理的に類似の経過として辿れば、帰還事業→国交正常化という結果を
北朝鮮は期待していたはずである。そこから日本側は、明確に次のように北朝鮮の意図を看破していた。
「北鮮側の作戦はソ連、中共のそれと全く軌を一にしており、引揚という人道問題を突破口として両国人
民の往来、文化交流、貿易の発展、正式外交関係の樹立へと導くことであります。此の点は韓国が最も警
戒するところであり、（中略）その報復として日本との経済断交、日本漁船、漁民の一斉拿捕その他の手
段に出ました。｣
(38)
当時にあって、先行する帰還事業が国交回復をもたらしたという日ソ間での事実、そして日中間で正に
関係改善が図られつつあるという状況は、日ソならびに日中の間の帰還事業を模範と見なさせたであろ
う。我々が留意すべきは、この先行する帰還事業が北朝鮮の外交認識に起こさせた変化にあるが、残念な
がら現在まで公開された資料では未だ解明に程遠いと言わざるを得ない。かかる研究状況に鑑みて、帰還
事業の総体的な研究が切実に求められていると言えるけれども、そこでは従来の研究成果から発見される
新しい課題と、それに伴う研究方法とが提示されなければならない。
その理由は、ひとつには帰還事業により北朝鮮へ一度は入ったものの、脱北者として再び日本へ舞い
戻った脱北朝鮮人が証言しているとおり、今も北朝鮮には在日朝鮮人と一緒に帰還した日本人妻が生存し
ているからである。北朝鮮の過酷な生活条件の中で生き延びている彼女らの救出は、単に政治の課題とし
てだけではなく、我々のような韓国・北朝鮮研究者が取り組むべき課題でもあろう。これは、過去志向的
な理由として、過去史の清算という問題と連結している。
もうひとつの理由は未来志向的な理由であり、日朝国交正常化という課題との関連で帰還事業が日ソや
日中と比較する時どのような役割を果たしたのか解明すべきだからである。概括的に述べると、日ソや日
中の帰還事業は、両国関係に肯定的な影響を与えたと言うべきであろうが、日朝間にあって日本人の本国
帰還は未だ不充分なまま遺骨収集や墓参という形で進行中であるし、在日朝鮮人帰還事業の結果において
は、日本に留まった家族が際限なく北朝鮮の親族に仕送りを続けているのが実情である。
したがって、本年６月下旬の日朝局長級会談で北朝鮮が拉致被害者はじめ北朝鮮残留日本人の総合的な
調査を約束したことは
(39)
、研究という意味でも実践という意味でも日朝国交正常化の第一歩として高く評
価される。この調査は、新たに設置された「特別調査委員会」が約１年を目途に活動を始めたという段階
に留まっているけれども、この結果として北朝鮮が在日朝鮮人帰還事業を総体的に解明する資料を開示す
ることになれば、彼らが一体どのような目的と意図から事業を始めるに至ったか判明することになろう。
そして、筆者の仮説ではあるが、日朝が先行する帰還事業を踏まえて実施した在日朝鮮人帰還事業は、双
方が在日朝鮮人の悲劇的な結末を実際にかなりの程度は予測しつつ断行したという脈絡が明らかになるの
ではなかろうか。
この意味で先行する帰還事業を受けて行われた在日朝鮮人帰還事業は、その犯罪的な結末に対する日朝
双方の「未必の故意」を含んで、日朝の「共同正犯」と位置付けられる罪悪であり、今こそ国交正常化を
通じて清算されるべき課題であるというのが、筆者の認識である。つまり、北朝鮮残留日本人はもちろん
日本残留朝鮮人にとって、この歴史的な罪悪を清算するためには相互の故国へ今ひとたびの帰還事業が必
要とされるのであり、これこそ帰還事業が過去から未来へ引き継がれる所以なのである。
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Ⅳ．残された課題と新しい研究方法
以上の論議から導き出される残された課題とは、次のように整理できると思う。①中朝残留日本人の完
全な解明と死亡後の処遇調査、②在日朝鮮人帰還事業で北朝鮮に渡った日本人妻の現況確認、③日朝国交
正常化前における両国間の往来方法の研究、④拉致被害者を含めた北朝鮮残留日本人の帰還方法の研究、
⑤日朝国交正常化後における両国間の往来方法の研究。
これらの課題を新しい研究方法との関連で論じてみよう。まず、①については北朝鮮が朝鮮戦争で死亡
した米兵の遺骨調査とその発掘、そして有償による引き渡しを一つのモデルとして、このモデルを旧日本
兵から民間人へと拡大適応していく方向で調査と解明がなされるべきである。現在のところ北朝鮮は、訪
朝した日本人遺族の墓参団に明確な墓所の位置を示さず、その接近にも制限を加えていると伝えられるか
らである。このような研究は当然、米国でもなされる外ないであろう。
また②と④に関しては、既に公開されている旧厚生労働省や外務省、日本赤十字社や国際赤十字社、そ
して中国やロシアに所蔵されている関係資料を収集し、相互に照会しながら、そこに含まれる差異を発見
することにより、そもそも誰が北朝鮮に残留しているのかを特定し、割り出された日本人妻や残留日本人
の安否確認を北朝鮮に要求する必要がある。こうして初めて、拉致被害者だけでなく総体として北朝鮮に
残存する生死不明の日本人を見つけ出し、帰国させる道が開けるであろう。
そこでは前述の中国残留日本人の図表が示すように、中ロの資料を活用する道が既に開けている。筆者
が３年間にわたり共同研究を実施した研究センターには、膨大な関連資料が保管されているし、同セン
ター副所長の金東吉は毎年モスクワにある各種の資料保管所に通い、新しい資料を発掘しているから、こ
れらを購入、調査しない手はない。中国の資料は未だ未整理である分、比較的に接近が容易であると言
い、新しい事実を示す発見が期待されるのである。
さらに③と④は、国交正常化と前後して日朝間でヒト、モノ、カネ、情報を往来させる具体的な方法を
帰還事業との関連で考案するのが目的である。なぜならば、北朝鮮は在日朝鮮人帰還事業の初期に、その
事業の報道方法についてさえ日本側と悶着を起こした程であり
(40)
、いわんや閉鎖された体制にあっては、
ヒトやモノの往来が円滑になされるとは考えにくいからである。カネに関しても、いわゆる二重為替レー
トを取っている北朝鮮と日本がどのような関係を結べるのか研究が必要である
(41)
。
特に、日朝政府間交渉の成功から国交が正常化する場合、日本から北朝鮮へ多額の経済協力方式の資金
が流入し、その資金を用いた経済協力が実現すると思われるので、これに伴ったヒトとモノの大移動が起
こると予測される。この時に生じるであろう諸問題を先行する帰還事業の研究から抽出しておけば、とり
わけ日朝それぞれに定住する人たちの生活保障問題を予め解決できるはずである。日本から北朝鮮に帰還
する、いわば第二の民族大移動が直ちに起こるとは考えにくいけれども、日韓国交正常化後の韓国の「漢
江の奇跡」ように北朝鮮が経済発展を始める場合、その研究は早晩、必要になるに違いない。このような
研究にあっては当然、日朝の共同研究が必要不可欠で、少なくとも研究者の学術的な往来が先行して許可
されねばなるまい。
これまで筆者は、福岡県日朝友好協会に所属して毎年その顧問格で北朝鮮を訪問している。しかしなが
ら、拉致問題の解決が行き詰まっている関係で長い間、北朝鮮への制裁の一環として日本から渡航禁止が
勧告されているだけでなく、北朝鮮との往来時に物品検査が国内の出入国管理事務所において厳格に実施
されていた。北朝鮮に対する一方的な世論造成の結果もあって、現況からは共同研究は不可能であると思
われ、日本国内における自由な発言さえも憚られる程である。確かに北朝鮮政権が独裁世襲体制で、金正
恩を「暴君」と見ることもできるからと言って、魯迅の言葉どおり北朝鮮住民までが「暴民」ではないの
であるから、帰還事業の総合的な研究にあっては日朝に中韓を加えた自由な往来と情報交換が保障される
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おわりに
結論として本研究ノートでは論文「悲劇から悲劇へ：日朝による共同正犯としての在日朝鮮人帰還事
業」の先行論考として、次の２点を導出できたと考える。ひとつは、日中および日ソの間の先行する帰還
事業とは異なり、日本は北朝鮮との帰還事業を厄介者の追放という次元で行ったに過ぎず、国交樹立を射
程に入れてはいなかったという点である。換言すると日本は、これら先行する帰還事業をモデルと見なし
た北朝鮮が日本との国交正常化を目指して、日本にとって厄介者の在日朝鮮人を引き受けるであろうと踏
んでいただけでなく、それが体裁さえ整えば、つまりは国際赤十字を仲介に入れれば、韓国を丸め込める
と予測していたのである
(42)
。
もうひとつは、北朝鮮から見る時、先行する帰還事業は見習うべきモデルで、必ずしも在日朝鮮人帰還
事業の結果が充分に考慮されていなかった点である。つまり、日中と日ソ、そして日朝の間でも部分的に
は、日本人を本国へ帰還させる事業は、大きな問題を惹起しなかった。なぜならば、いかに当時の日本が
敗戦という状況にあったにしろ、そこには異国に暮らすよりも遥かに良い環境があったし、ひとたび本国
へ帰還すれば再び外地へ戻ろうという酔狂な帰国者は、ほとんど存在しなかった。ところが、北朝鮮の場
合、帰還した在日朝鮮人が感じたとおり、そこは日本よりも遥かに立ち遅れ、とりわけ食べることにさえ
事欠く地であった。北朝鮮は先行する帰還事業の結果から、毎日のように帰還者たちの受入の準備が万全
であると宣伝したが
(43)
、それは自国の状況しか知らないところから来る残酷な幻想であった
(44)
。帰還した
在日朝鮮人においては言わずもがな、であったのである。
多くの脱北朝鮮人が指摘しているとおり、北朝鮮は日本とは比較にならない土地であった。そしてロシ
ア資料は、毎年のように北朝鮮の指導部が経済的な困窮を理由に援助を求めており
(45)
、そこから当時の北
朝鮮では在日朝鮮人の受入は明白に無理があったことが分かる。いかに東西冷戦の下で共産主義体制の優
位を示すためとは言え、無いものを有ると強弁することを通じて、在日朝鮮人はもちろん日本人さえも欺
いて、塗炭の苦しみを味あわせる結果を招いた事実は、決して正当化できない。
最終的に筆者は、本年11月の科学研究費補助金申請において再び「帰還事業の総合的な研究」を課題研
究として申請する予定である。その採否は知らないが、シベリア抑留日本兵の研究に始まり、中朝残留日
本人の消息確認、さらには北朝鮮残留日本人妻の安否確認と帰国実現へとつなげたい一念で、この課題研
究の実行に大いに期待するところである。申請に当たり、何度か引用した研究センター、特に同センター
副所長で韓国人の金東吉からの支援は不可欠であるから、共同研究の実施そのものが日本、中国、韓国の
協力と共生となるであろう。
所属：佐賀大学文化教育学部日本・アジア文化講座
(1) これは、研究センター副所長で北京大学歴史学系副教授の金東吉との共同研究により、同センター所蔵の中ロ東欧諸国
と北朝鮮との外交電文や情報分析報告書などの資料を購入、調査し、このうち重要な文献を整理、編集して邦訳、出版
する内容である。現在は整理した文献を北京大学翻訳家協会に依頼して邦訳中の段階で、本年度の科学研究費補助金で
研究成果公開促進費（学術図書）の出版助成申請を『北朝鮮関連重要資料集』（仮書名）として行う予定である。
(2) この調査は、2012年９月と11月に筆者が、それぞれ２日ずつ日本外務省情報公開室に出向き、デジカメで公開された資
料を撮影して持ち帰り、パソコンで画像処理して後に実施した。非公開資料も含め、これまで公開されていない貴重な
資料も多く、このような方法で今後も新しい資料の収集を実施する前例となった。以下、これら資料は赤十字社の資料
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も含めて『外務省資料』と略記する。
(3) この問題意識を早くから示した研究としては、次が挙げられる。筆者は偶然この研究と接したが、その先見性を高く評
価するのに吝かではない。川島高峰「戦後の在外邦人及び在日外国人の出入国をめぐる政治及び人道問題の研究：戦後
東アジアにおける多国間帰還交渉の中の北朝鮮帰還事業」、『明治大学社会科学研究所紀要』第49巻第２号（東京、2011
年３月）、37-38頁。
(4) 在日朝鮮人の北朝鮮帰還事業に関しては、先に筆者が研究成果をまとめて論文として刊行した。この中に先行する主要
な研究業績も整理しているので、研究成果と合わせて参照してほしい。森善宣「在日朝鮮人帰還事業の政治算術：新資
料が明かす日朝各政府の政治経済的な狙い」、『九州地区国立大学教育系・文系研究論文集』第１集２号（通巻13号）、
2014年３月。https://nuk.repo.nii.ac.jp/
(5) これまで国際冷戦史研究事業は、米国のウッドロー・ウィルソン研究センター（Woodrow Wilson Research Center for
Scholars）で主に推進され、在日朝鮮帰還事業に関する資料や学術論文も出されている。この新しい研究方向を日本で
示す近刊の著書としては次があるが、本稿のような帰還事業の総体的な解明という視点は弱く、事実認識にも少なから
ぬ問題があると言わざるを得ない。Tessa Morris-Suzuki, Exodus to North Korea（田代泰子訳『北朝鮮へのエクソダ
ス：「帰国事業」の影をたどる』朝日新聞出版、2013年）。
(6) 森田芳夫『朝鮮終戦の記録』巌南堂、1964年、234-265、427-830頁、873頁以下。森田芳夫・長田かな子編『朝鮮終戦の
記録：資料編』第１巻「日本統治の終焉」、巌南堂書店、1979年、296-379頁。
(7) 筆者が主催して佐賀大学で開催した脱北者講演会で脱北在日朝鮮人の韓錫圭（仮名）は、この日本人妻の帰国こそ日朝
間で最初に解決すべき問題であると強調した。在日朝鮮人の立場から見て、彼女たちは在日朝鮮人帰還事業の最大の被
害者であり、生存するうちに日朝で帰国を認めて実現させるべきだと主張した。韓錫圭「韓錫圭ハルモニ講演会：日本
から『北』に帰った人の物語」、佐賀、佐賀大学文化教育学部１号館２番教室、2012年10月５日。彼女が執筆した本に
は、その真偽を確認しようがないけれども、日本人妻に関する少なからぬ記述が見受けられる。特に、次の著書を参照
されたい。韓錫圭『日本から「北」に帰った人の物語』新幹社、2007年。
(8) 一説によると、植民地時期に日本人は、朝鮮人には頭が無いという差別的な意味で、朝鮮人の頭字である「朝」を取っ
て「鮮人」と呼び書いたという。したがって、南鮮や北鮮は、その延長に当たる差別表現ということになるが、このよ
うな表現を用いたという事実そのものに、日本人の朝鮮人に対する優越意識がうかがえるのである。
(9) 日本の敗戦と前後する中ソの動きを研究した最新の成果については、３年間にわたり共同研究を実施した当事者による
次の論考を参照されたい。金東吉「国共内戦と東北朝鮮人の少数民族化過程」、未定稿、2012年７月、3-6頁。この論考
は、筆者が邦訳、著者に送信した。
(10) 38度線の誕生については既に明らかになっているが、その背景に関しては今でも論議が多い。さしあたり誕生の経緯は、
次を参照されたい。“In amemorandum dated July 12, 1950, the then Assistant Secretary of State for Far Eastern Affairs,
Dean Rusk, answered an inquiry from the Chief of theDivision of Historical Policy Research, G. BernardNoble, in regard to
the 38th parallel in Korea”, The United States, Department of State, Foreign Relations of the United States (FRUS), 1945,
Volume Ⅵ (Washington D. C. : United States Government Printing Office, 1969), p. 1039.
(11) 森田、前掲書、153頁以下、第４章「ソ連軍の北朝鮮進駐と人民委員会の結成」、第５章「北朝鮮における日本人の結集
と咸鏡北道・満州の避難民」および第８章「北朝鮮における日本人の越冬」の各章を参照。
(12) 敗戦時に北朝鮮にいた磯谷季次の記録は、彼が共産主義者だったという点から割り引いて考えなければならないという
制約はあるものの、貴重な証言と評価して良い。その記録によれば、戦後に咸興で発疹チフスが蔓延すると「赤軍の命
令によって、済恵病院の全部、および道立病院の半分が日本人伝染病患者に開放され、済恵病院ではソ連軍医および看
護婦が全面的に日本人患者の施療にあたった」ので、数名の医師や看護婦が感染死したという。「彼らの患者にたいする
態度は誠意にあふれたものであった」し、この「赤軍の施策の陰には、朱仁圭以下の検察部の幹部、および市党部幹部
たちのなみなみならぬ配慮があったことを特記して」おくと書く。「終戦後の激動の時期から引揚げに至る長い期間にわ
たって、終始、しかも公然と日本人の立場に人間的同情と政治的理解をもち、かばってくれたのは、朝鮮共産党感興市
党部と道検察部の人々だった。」磯谷季次『朝鮮終戦記』未来社、1981年、151-152頁。
(13) 森田、前掲書、748頁。このような慨嘆は、森田が膨大な資料を収集、編集した抑制に富み、事実の再現に忠実な同書で
は、たいへん珍しい記述であると言える。それだけ当時の日本人が蒙った惨状は、森田の心を動かさずにはいなかった
のであろう。筆者は生前に森田と面談したことがあり、その際に彼から、同書を公刊して後も引き続いて終戦時の朝鮮
半島に関する情報や資料を収集していると聞いた。朝鮮総督府に働いた官吏として、日本人の仕事に対する誇りと責任
感を体現したような人生であったと評価できる。
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(14) この数字は、次の出典による。日本赤十字社「在日朝鮮人帰国問題の真相」稿定再版、1956年９月２日、２頁、『外務省
資料』2012-0092-8、所収。この資料は、在日朝鮮人帰還事業で中心的な役割を果たした日本赤十字社外事部長の井上益
太郎の手になるもので、彼の才知と洞察を示している。
(15) 在日朝鮮人帰還事業で北朝鮮へ渡った人々の動機や目的を研究した書籍からは、このような点が明瞭に読み取れる。在
日本朝鮮人総連合会の最高幹部だった金相権（故人）は、1955年当時でさえ同様な状況だったとインタヴューで次のよ
うに語っている。「解放後一○年が過ぎたときでも在日同胞の境遇はひどく、困難な問題がたくさんあり、日本社会の民
族的差別と蔑視のもとでしっかりした仕事がないため、生活も安定せず子どもの教育問題でも前途が真っ暗な状態でし
た。このような状況のなかで、生活を切りつめてでも同胞を受け入れるという平壌の声明を形容できないほどありがた
く思ったのでした。」「金相権インタヴュー：在日同胞と朝鮮総連」、小此木政夫監修、東北アジア問題研究所編『在日朝
鮮人はなぜ帰国したのか：在日と北朝鮮50年』現代人文社、2004年、55-56頁。
(16) 連合国軍総司令部（GHQ）は、南朝鮮地域で軍政を敷いた米24軍団と連絡を取りつつ、1945年９月から1950年９月まで
数次にわたり在日朝鮮人の南朝鮮地域への帰還を企画、実行した。その際に日本政府が費用を負担、広報を行う等した
にも関わらず、実際に約60万名に上る朝鮮人が日本に留まる道を選んだのである。詳細は、前掲「在日朝鮮人帰国問題
の真相」、2-4頁、『外務省資料』2012-0092-8、を参照されたい。
(17) 朝鮮人の日本敗戦後における立ち上がりと結集を朝鮮分断との関係で研究した先駆的な研究には、次がある。李瑜煥
『日本の中の三十八度線：民団・朝総連の歴史と現実』洋々社、1980年。日本に残留した理由は多種多様であるにしろ、
在日朝鮮人が日本社会で結集する外なかったのは、日本人からの差別と偏見によるところが大きかった。この意味で、
同書の紹介文を書いた第14代~摩焼宗家の沈壽官が指摘しているように、「在日韓国人問題は、韓国人の問題というよ
り、むしろ日本社会の問題としてとらえるべきである」というのは、けだし妥当な主張と思われる。
(18) 『关于日本人在我国地区别分布状况1949.12.1〜1949.12.31』档号：105-00224-06(1)/原档号：105-D0001．この資料は、
膨大な資料の一例であり、同様な資料が中国各地の共産党支部や行政機関に未整理のまま保管されているという。この
ような資料を中国から手に入れるのは容易ではないが、研究センターとの共同研究の結果、資料の所在も判明したし、
その保管状態も明らかになった。
(19) この時期の北朝鮮残留日本人の帰国状況については、日本政府外務省外交資料館外交記録第16回公開資料（戦後期）と
して「太平洋戦争終結による在外邦人保護引揚関係」のうち「南鮮の状況（朝鮮全般のものを含む）」、「『京城日本人世
話会会報』綴」および「『終戦後朝鮮における日本人の状況及び引揚』（調書）」を参照すべきであろう。http://www.
mofa.go.jp/mofaj/annai/honsho/shiryo/shozo/pdfs/kokai_mokuroku_bn_cdfm.pdf
(20) この活動については、森田も同様な記述を残している。この記述によれば、金勝は1946年５月28日にソウルを出発、６
月３日に平壌に到着し、金日成から日本人の脱出許可の言質を得た。そして、当時は保安局長だった崔庸健と面会して、
「決して君の期待を裏切らない」との回答を得たという。森田、前掲書、673-674頁。
(21) 磯谷によれば、解放後の朝鮮における「朝鮮工業化問題」解決のため、咸南に残留した日本人を「日本人技術者対策合
同委員会」に組織、北朝鮮の経済再建に協力したという。磯谷、前掲書、第16章、を参照されたい。
(22) ｢技術者確保에 關한 決定書施行에 關한 件、北朝鮮臨時人民委員会産業局指令（1946年10月２日）」、『北韓關係史料集』
５、ソウル、韓国文教部国史編纂委員会、1987年、178-179頁。
(23) 例えば、北遺族連絡会の仲介で兄と共に訪問した木村幸弘は、北朝鮮の清津における墓参の状況を詳しく語ってくれた。
それによると、北朝鮮の担当者が事前に墓所の所在を調査、来訪した墓参団と一緒に場所の特定を行い、可能な限り墓
所の近くまで接近することを許すという。ただし、接近不可能な場所となっている場合、近くの適切な場所を選定して、
死者の供養を行う。清津の場合も墓所が見渡せる小高い丘の上に祭壇を据えて、そこから供養を行うことで墓参に代え
たという。木村幸弘の講演、大牟田市 TNC会館、2014年２月23日。
(24) 日韓交渉が行き詰まる時期と前後に作成された日本赤十字社の資料では、「一部朝鮮人社会層の経済的能力ないしは基盤
が、一部日本人社会層のそれよりも弱い」から「就職難、就中転職難」が発生、生活扶助が必要となると同時に「一部
朝鮮人社会層は、日本の社会では恒久失業者層の一部となる」のである。当時は８割以上が失業状態であったと認めつ
つ、この資料は「何故に一部朝鮮人は帰るより以外に手がないのかということへの科学的根拠」としていた。そこには、
日本社会で在日朝鮮人を受け入れて生活できるように取り計らうという配慮は、微塵も見られない。「在日朝鮮人の生活
の実態」（再版、1956年11月５日）、19-20頁、『外務省資料』2012-0092-10、所収。
(25) 少なくとも日本側では、釜山に抑留された漁民の釈放問題を抱えて日韓予備会談が迫る時点で、次のような対韓認識を
示していた。「日韓会談が成立いたしましても、台湾の国民政府が在日華僑の中共帰還を黙認したように韓国が簡単に北
鮮帰国を黙認するとは思えない（後略）。加之国際委員会が在日朝鮮人の北鮮帰国希望者南鮮帰国希望者又は日本残留希
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望者の意思を夫々公平に認定しその結果北鮮帰国希望者が相当数あることが確認された暁は、韓国側としても人道上彼
等の北鮮帰国を認めざるを得なくなるであろうという事―換言すれば、このような仕分けをすることは、単に人数を数
え上げるのが目的ではなく、韓国の同意を取り付ける手段であるという考方―については私も全く同感で貴委員会の卓
見だと私は窃に敬服致して居る次第ですが、乍併李承晩はその位な事で参るような人物ではなく従って仕分けは出来た
が韓国側の同意は得られないと云う事態が起こり得そうな場合は日本政府と国際委員会の板挟みとなり困った立場に置
かれるだろうと憂慮している向きも日赤最高幹部の一部にあります。」、「ジュネーヴ赤十字国際委員会ポアシェ委員長宛
（私信）、外事部長名、件名 朝鮮人問題」（1957年５月31日）、3-4面、『外務省資料』2012-0092-11、所収。この私信に
は頁数がなく、面数で紙面を示す。国際委員会は赤十字国際委員会、外事部長は井上益太郎を指す。
(26) 北朝鮮側の認識では「李承晩当局により収容所に潜入せしめられたテロリスト等は（中略）抑留者を殺害するに至って
います」とか、その抑留者が「南鮮への強制送還を拒んで収容所から脱走しました」とか伝えていたように、暴動に至
る過程で韓国側が介入し、抑留者も韓国への帰還を拒否したのが原因と考えていた。「島津会長宛／朝鮮赤十字社会長・
李炳南／1958年１月19日発」、『外務省資料』2012-0091-25、所収。
(27) 日本側の認識は北朝鮮側のそれとは異なり、より現実的で厳しい内容であった。例えば、井上益太郎は次のように明言
していた。「日本政府は、はっきり言えば、厄介な朝鮮人を日本から一掃することに利益を持つ。（中略）日本に居る朝
鮮人を全部朝鮮に強制送還できたならば（中略）、将来長い目で見た場合、日本と朝鮮との間に起こり得べき紛争の種子
を予め除去したことになり、日本としても理想的なのである。」前掲「在日朝鮮人帰国問題の真相」、9-10頁、『外務省資
料』2012-0092-8、所収。
(28) ここでは「太平洋戦争終結による在外邦人保護引揚関係 中国各地の状況」を参照すべきあろう。その通番である
“K-7-1-0-1-2-5”が、それに当たる。インターネットのサイト上で容易に確認できるので、参照されたい。http://www.
mofa.go.jp/mofaj/annai/honsho/shiryo/shozo/pdfs/kokai_mokuroku_bn_cdfm.pdf
(29) 記録によると、この「シベリア逆送者」には「部隊名簿もなかった」と言い、その抑留先もシベリアのみならず満州、
樺太、千島など多様であった。森田、前掲書、742-757頁。
(30) ｢赤十字社連盟事務部長宛／社長名／1954年11月24日」、『外務省資料』2012-0091-17、所収。この話から推断できること
は、これまで考えられていたのとは異なり、翌1955年５月にバンドンで開催のアジア諸国会議で日朝の赤十字社代表が
接触して北朝鮮残留日本人の帰還問題の論議が始められたのではなかったのである。したがって、資料の発掘や公開が
進めば、これより以前に帰還問題が論議された事実も明らかになり、在日朝鮮人の帰還事業との関係も、さらに深く理
解できる可能性がある。
(31) ｢社長宛／朝鮮訪問アジア諸国会議日本代表団／1955年５月27日」、『外務省資料』2012-0091-17、所収。社長とは日赤社
長の島津忠承であり、日本代表団は政府や日赤などの各代表から構成されていた。念のために付言すれば、国際赤十字
社に派遣される代表とは、各国政府の代表と各国や各地域の日赤代表からなっている。日赤自体は営利団体ではないの
で、その背後にあって実際に日赤に財政的な支援を行うのが各国政府なのである。したがって、逆に日赤は各国政府の
ひも付きに近い形にならざるを得ず、普遍的な活動方針とは裏腹に、在日朝鮮人帰還事業にあっても政府の意向を受け
て活動していたと言って良い。
(32) 森田、前掲書、816、927頁。この回船は海保練習船で、この船に在日朝鮮人48名が北朝鮮帰還のため乗船を要求して日
赤に座り込んだという記述もある。外務省アジア局「在日朝鮮人の北鮮帰国問題の経緯」（1957年３月）、『外務省資料』
2012-0092-4、所収。
(33) ここで言う「貴国」とは、言うまでもなく北朝鮮のことである。「在平壌朝鮮人民共和国赤十字社宛／日本赤十字社／
1954年１月５日／朝鮮人民共和国赤十字社に対し、同国残留日本人の情報提供・文通斡旋・帰国援助を要請の件」、『外
務省資料』2012-0092-12、所収。もちろん、「朝鮮人民共和国」は北朝鮮を意味する。
(34) ソ連が回船を出す経緯に関しては、未だ詳しく判明していない。ただし、北朝鮮は船のみならず、帰還する在日朝鮮人
に提供する物資が不足していたところから、帰還事業が進展する過程でソ連に援助を要求していた。当時の駐モスクワ
北朝鮮大使は「今まさに故国に帰った朝鮮人は、巨大な物質的困難を経験している」と北朝鮮側の準備不足を率直に認
めていた。「駐ソ連朝鮮大使・李新八同志の談話記録」（1959年10月７日）、АрхивВнешнейПолитикиРоссийскойФед
ерации (АВПРФ、ロシア外交政策資料館)，59.10.07，SD20707，ф.0102，оп.15，д.5，л．これは、筆者の３年間に
わたる共同研究で入手できた資料である。
(35) 在日朝鮮人帰還事業の先駆的な研究者である菊池嘉晃は、金日成の言葉を根拠として北朝鮮が日朝国交正常化を帰還事
業の直接的な目的ではないと考えていたとしながらも「将来的な対日国交正常化（中略）を望んでいた」と書いている。
しかしながら、本稿の問題意識のような総体的な帰還事業の流れの中で考えると、このような主張は根拠が薄いと言わ
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ざるを得ない。菊池嘉晃『北朝鮮帰国事業：「壮大な拉致」か「追放」か』中央公論新社、2009年、140-145頁。
(36) ｢駐ソ連朝鮮大使館1955年度政治工作報告（抜粋）」（1956年３月31日）、Российскийгосударственныйархивновейшей
истории（РГАНИ、ロシア国立現代史文書館），Ф.5，оп.28，д.314，л．271-279.
(37) ｢対日関係改善に関する北朝鮮外相の声明」（1955年２月25日）、神谷不二編『朝鮮問題戦後資料』第２巻、日本国際問題
研究所、1978年、444頁。
(38) これは、ポアシエ国際赤十字社委員長宛の書簡中の記述である。井上益太郎「北鮮引揚問題」（1955年11月14日付）、『外
務省資料』0091-17、所収。先行研究の指摘どおり、井上は帰還事業を推進した主要人物であると同時に日本政府の政策
形成に決定的な影響力を行使したところから、彼を一種の政策代弁者と見なしても良い。
(39) 報道によれば、北朝鮮が残留日本人の調査を行う組織を立ち上げるのに合わせて、日本は北朝鮮船舶の入港や北朝鮮人
の入国を認める措置を段階的に実施するのだという。『朝日新聞』2014年５月28日朝刊、第１面。
(40) 帰還事業の報道は、北朝鮮にとって韓国との体制間競争における勝利を宣伝するために極めて重要な問題のひとつで
あった。ここから北朝鮮は1960年８〜９月にカルカッタ協定を延長する新潟での交渉に当たり、日本側による再三の説
明に応ぜず、あくまでも自国から朝鮮人を新聞記者の資格で入国させ、報道を担当させようとした。この時期の日赤、
国赤、朝赤の三者間で交わされた電文内容を参照されたい。「電報の写し」、『外務省資料』2012-0096-03、所収。
(41) 北朝鮮は「バックントン」と通称される外国人向けの紙幣を自国内で通用させて、この二重為替レートを公然かつ長期
にわたり実施してきたが、近年その体裁の悪さを恥じてか、本来の自国通貨を外国人が使用しても良いと許可するに
至った。もちろん、それは表面的な話に過ぎず、実際には日本円との交換レートが１：10,000以上に及ぶところから、
日本人が北朝鮮の通貨をそのまま使用することは出来ない仕組みになっている。
(42) 国際赤十字社を在日朝鮮人帰還事業に活用する試みも、先行する帰還事業から日本が導き出した悪知恵のひとつであっ
たと言える。この点について、井上益太郎は次のように核心を述懐している。「帰国問題で朝鮮人が騒ぎ、ストライキを
行っていた当時、日本政府は国際委員会にモーラル・サポートを要求し、『北鮮帰国問題が人道問題であり、帰国させね
ばならない』という声明を出してくれれば日本政府は韓国側に対し、此様に国際委員会から言ってくるのだからと説明
し、帰国をやるつもりでいたからである。（中略）従って日本政府としては、国際委員会から此様に言って来ているので
あるから、帰国を実行するのだと韓国側に言いさえすれば済む問題であり、其際韓国が異議を申立てるならば、日本政
府は其の事を国際委員会に報告し、問題は国際委員会と韓国のやりとりになり日本政府に迷惑はかからない筈だからで
ある。」、井上外事部長記「一九五七年四月ジュネーヴに於ける赤十字社連盟執行委員会に出席し並びに赤十字国際委員
会と打合事項報告書 第一章 『在日朝鮮人帰国問題』」、4-5頁、『外務省資料』2012-0092-7、所収。
(43) この手の宣伝は、枚挙に暇がない。例えば、朝鮮労働党機関紙上で示された次の記事を参照されたい。「재일 동포 들을
받아 들일 만단 준비가 되여 있다（在日同胞を受け入れる万端の準備がなされている）」、『労働新聞』1958年11月１日第
３面。
(44) 在日朝鮮人帰還事業と並行して北朝鮮は、サハリン残留の朝鮮人を帰還させる計画も持っていたことが知られており、
その経済状況と合わせて考えると、どれほど楽観的な状況認識だったかが分かる。在モスクワ北朝鮮大使からの電報で
は、1958年の食糧生産計画が350万トンだとしつつ、「もしもこのような計画が履行されるならば、朝鮮の糧食は国内の
需要を充足させるに余りあり、また一定数量の糧食を他国に出すことも可能である」と述べていた。「駐ソ連朝鮮大使・
李新八同志会談紀要」1958年４月19日および８月23日、58.04.19，АВПРФ，ф.0102，оп.14，д.4-5.
(45) この経済状況を打開するため、北朝鮮は中ソに毎年のように借金返済の延長と新たな借金を求めた。例えば1956年に経
済発展５ヵ年計画を開始したにも関わらず、金日成は1957年に最側近の金一をソ連に派遣、新たな借金を要求したが、
見事に拒絶された。駐平壌ソ連大使プザノフが残した日記を読めば、いかに北朝鮮の経済が中ソ依存だったかを知るこ
とができる。「プザノフの日記：1957年８月16〜30日」（1957年８月19日）、57.08.16, SD20604,АВПРФ，ф.0102,оп.13，
д.5,л.193-236.
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